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序　　　　　文

ボリビア共和国政府は「国家開発計画 5 か年行動計画（1997 ～ 2002 年）」で教育、保健を重要分

野と位置づけ、特に保健分野においては第 1 次保健医療施設へのアクセス改善を重視しています。

一方、同国では、全国規模（9 県）での地方分権が進められているなか、新しい行政形態に合わせ

た保健サービス・システムの構築には至っておらず、現状の保健サービスは依然地域格差や経済

格差を顕著に反映したものとなっています。そして、県レベルでは第 1 次レベル施設を含む保健

医療施設を改善して上記課題に取り組んでいくことが求められており、特にサンタクルス県では、

近年急激な人口増加・居住地拡大が進み、増大する住民ニーズに早急に対応することが必要とさ

れています。

このような状況下、ボリビア共和国政府はサンタクルス県の地域保健の強化を急務とし、解決

の鍵は医療機関間のネットワーク構築と下位保健施設の強化であるとの認識から、過去の「サン

タクルス総合病院」「サンタクルス医療供給システム」プロジェクトの実績を踏まえ、同県の地域

保健強化を目標とするプロジェクト「サンタクルス県地域保健ネットワーク強化」の実施を我が国

に要請しました。

そこで、国際協力事業団は本プロジェクトの準備に向けて、2001 年 3 ～ 4 月に短期調査団を派

遣しプロジェクト実施の可能性と必要性を検討し、また 2001 年 8 月には実施協議調査団を派遣し、

プロジェクト開始に際してボリビア共和国政府関係当局者と署名を交わしました。本報告書はそ

の実施協議及び短期調査結果を取りまとめたものです。

ここに本調査にご協力を賜りました関係各位に対して深甚なる謝意を表すとともに、今後のプ

ロジェクト実施、運営にあたって更なるご協力をお願いする次第です。

2001 年9 月

国 際 協力事業団 　 　 　

医療協力部長　藤崎　清道
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1．短期調査団派遣

1 － 1　要請の背景

ボリビア共和国（以下、「ボリビア」と記す）政府は「国家開発計画 5 か年行動計画（1997 ～

2002 年）」で教育、保健を重要分野と位置づけ、特に保健分野においては第 1 次医療施設へのアク

セス改善を重視している。

一方、全国規模（9 県）での地方分権が進められているが、新しい行政形態に併せた保健サービ

ス・システムの構築には至らず、現状の保健サービスは依然地域格差や経済格差を顕著に反映し

たものとなっている。県レベルでは第 1 次レベル施設を含む保健医療施設を改善して上記課題に

取り組んでいくことが求められており、特にサンタクルス県では、近年急激な人口増加・居住地

拡大が進み、増大する住民ニーズに早急に対応することが必要とされている。

このような状況下、ボリビア政府はサンタクルス県の地域保健の強化を急務とし、解決の鍵は

医療機関間のネットワーク構築と下位病院の強化であるとの認識から過去の「サンタクルス総合

病院（日本病院）」「サンタクルス医療供給システム」プロジェクトの実績を踏まえ、同県の地域保

健強化に関し日本政府へ協力を要請してきた。

1 － 2　調査団派遣の経緯と目的

これまで日本政府は、無償資金協力（1983 ～ 1985 年）によってサンタクルス県サンタクルス市

に病院建設を行い、その後同病院において病院管理を主な活動としたサンタクルス総合病院プロ

ジェクト（1987 年 12 月～ 1992 年 11 月）、及び同病院を活動起点とし地域保健の改善を目的とし

たサンタクルス医療供給システムプロジェクト（1994 年 12 月～ 1999 年 12 月）を実施してきた。

総合病院プロジェクトでは病院管理について成功を納めるものの、それから 2 年を経て開始さ

れた医療供給システムプロジェクトでは再度病院管理に終始することとなり、当初目的であった

地域保健状況改善にかかわる活動は、プロジェクト後期において病院管理にかかわる活動と並行

して行われた。

結果、サンタクルス総合病院は病院管理立て直しを完了し、また、地域保健にかかわる活動も

病院を中心としたレファラル・システムや救急システムの構築を通じその方向性を示唆するに至っ

た。以上の経緯から、今般ボリビア政府はサンタクルス県の保健医療サービス改善を行うにあた

り、我が国へ協力を求めることとなった。

日本側は 1999 年 11 月入手の本件要請書案によって採択を方針としたが、その後 1 年を経て

2000 年 12 月付けで提出された正式要請書は要請書案と内容の異なるものとなっていた。

1999 年の要請案では、サンタクルス県地域保健ネットワーク強化のため行政機能強化、レファ

ラル・システム強化、救急システム強化、人材育成、住民教育・啓発活動等にかかわる支援
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を主な活動とし、そのための機材として第 1 次医療施設機材、日本病院外来部機材、日本病院救

急部機材、情報管理・通信用機材、教育用機材、啓発用機材、行政機関用機材があげられている。

これに対し、2000 年の正式要請書によると、プロジェクト期間前半は、第 3 次医療施設（サンタ

クルス総合病院）の増改築と第 2 次医療施設の建設にあてる計画が明記された無償資金協力の申

請に近い内容のものであった。

これを受けて日本側は、プロジェクト方式技術協力のスキームにおいて、実施可能な投入と活

動の規模をボリビア側に説明するとともに、サンタクルス県の保健状況改善を念頭に活動内容の

検討及びプロジェクト実施の妥当性を確認するため、2001 年 3 月 13 日から同年 4 月 21 日まで短

期調査を行った。

以上の経緯により、正式要請書からプロジェクトの活動内容を模索しないことが肝要であった

ため、今般調査は該当地域の保健状況把握や各関連諸機関 注 1 の行政方針聴取といった白紙の段階

の作業から要請書に頼らず、ボリビア側とプロジェクト概要を新たに検討することを目的として

実施された。

1 － 3　調査員の構成

担　当 氏　名 所　属

団長／統括 三好　知明 国立国際医療センター国際医療協力局派遣協力第二課 厚生労働技官

地域医療 明石　秀親 国立国際医療センター国際医療協力局派遣協力第一課 厚生労働技官

地域保健 實吉　佐知子 国立国際医療センター国際医療協力局派遣協力第二課 派遣協力専門官

医療機器 鈴木　一代 株式会社アトラス・ヒューマン・サイエンス国際プロジェクト部派遣技術課 課長

協力計画 斎藤　武 国際協力事業団医療協力部医療協力第二課 特別嘱託

計画分析 池田　高治 アイ・シー・ネット株式会社コンサルティング部 研究員

参加型計画 猪狩　喜平 株式会社アールコンサルタンツ業務部調査室 課長

注 1　調査団は保健年金省より、サンタクルス県保健局（SEDES-SC）、サンタクルス市保健局及びベルギー技術協力公社（以下、

「ベルギー」と記す）の三者とプロジェクト活動を検討するようコメントを受けていた。
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1 － 5　主要面談者

〔ボリビア側関係者〕

（1）大蔵省外資公共投資局（Viceministerio de Inverción publica y Financiamiento Externo,

Ministerio de Hacienda：VIPFE）

Lic. Maria Eujenia Jurado 日本担当

Lic. Roberto Ticona VIPFE 補佐官（Consultor VIPFE）

（2）保健年金省（Ministerio de Salud y Previsión Social）

Lic. Eddy Jimenez B. 社会改善企画部長（Directora General de

 Planificación, Proyectos y Gestión Social）

Lic. Gualberto Roríguez San Martín 外務課長（Jefe de Relaciones Internacionales）

Dra. Riveral 外務課職員（Relaciones Internacionales）

（3）サンタクルス県庁（Prefectura del Departamento Santa Cruz）

Ing. Ramón Prada Vaca Díez 知事（Prefecto y Comandante del Departamento）

（4）サンタクルス県社会開発室（Directorio Departamental Desarrollo Social）

Dr. Mario Adett Zamora Toledo 室長（Director Departamental de Desarrollo Social）

Ing. Omar Vélez 室長補佐（Asistente  de Director io  Departamental

Desarrollo Social）

（5）サンタクルス県保健局（Servicio Departamental de Salud Santa Cruz: SEDES-SC）

Dr. Cleto Cáceres Arce 局長（Director Departamental de Salud Santa Cruz）

Dr. Erick Martines M. 企画室担当（Jefe de unidad de Planificación）

Dra. Dolly Montaño Cuéllar 病院調整官（Coordinadora de Hospitales）

Dr. Iver Vargas 市内調整官（Coordinador de Servicios Urbanos）

Dr. Edil Pérez 市外調整官（ C o o r d i n a d o r  d e  S e r v i c i o s

Provinciales）

Lic. Patricia Padilla S. 通信担当広報課長（Jefe de Unidad Comunicación y
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2． 要　約

本プロジェクトは、ボリビア・サンタクルス県のモデル地域において保健行政従事者の管理技

能の向上、現場スタッフの育成及び第 1・2 次医療サービスの底上げを行い、その後保健ネッ

トワークを強化することを目的とし、ひいてはサンタクルス県全体に成果が波及されることを狙

うものである。

なお、モデル地域には第Ⅱ保健管区、第Ⅲ保健管区、ワルネス保健管区、ノルテ保健管区の 4 つ

の保健管区注2 とした。

また、保健ネットワークとは、レファラル・救急・検体輸送等における医療施設間の連携、

SEDES-SC・各保健管区事務所・各市保健局等を結ぶ行政機関間の連携、地域医療施設と地域住民

の連携として行われる広報・啓発活動、医療機器保守を目的とした医療施設との連携等、地域保

健の医療活動に存在する連携全般をさすものと定義する。

注 2 　保健管区：参考　5 － 1 － 3　保健管区事務所
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3． 開発計画の現状と関連（省庁関連、PRSP など）

3 － 1　ボリビアの包括的開発構想（Comprehens ive  Deve lopment  Framework：CDF）

CDF は貧困削減戦略文書（Poverty Reduction Strategy Papers：PRSP）の思想的な基礎となる

ものとして、世界銀行・国際通貨基金（IMF）の提唱により、重債務貧困国（HIPC）及び拡大HIPC

の対象国において作成されている。一方でCDF の定める規定は、後述するように、日本などの二

国間協力活動を展開するうえで、具体的な適用を明確としなければならない点も多い。

ボリビア CDF とは政府刊行物「ボリビア政府と国際協力の新しい関係」（Nuevo Marco de

Relacionamiento Gobierno-Cooperacion Internacional）に集約された基本理念であり、以下の 8

つの原則と 10 の行動指針から構成されている。

（1）CDF の 8 つの原則

1）整合性と補完性：すべての援助は政府開発計画と整合性をもち、その補完であること。

2）オーナーシップ：開発計画はボリビア政府の主導で作成する。

3）効率性：援助は貧困軽減のため最良の選択に付されるべきである。

4）説明責任：資金の執行責任を明確化すること。

5）持続性：資金投入は中長期的に持続性があり、発展を約束するものであること。

6）機構強化：資金はプログラム型実施とする。それに向けて実施機関の能力強化を図る。

7）相互補完：政府、国際援助国、民間団体が共同補完しあう。

8）透明性：情報を開示し、モニタリング機構を樹立する。

（2）CDF の 10 の行動指針

1）参加の制度化：国民対話の仕組みを制度化する。

2）優先課題決定：最優先課題を見極め援助をそこに集中する。

3）プログラム策定：重点課題別にプログラムを策定する。プログラム・マトリックス管理を

導入する。

4）結果重視：投入を明確にし、結果重視のプログラムとする。

5）モニタリング・評価：合同でプログラムを推進し、合同でモニタリング・評価を行う。

6）現地事務所への予算権限移譲促進：援助の振り分け調整を臨機応変に行えるよう、援助国

は現地事務所に全面的に権限委譲を行う。

7）資金の再編再配分：進捗や成果に応じて資金を投入したり、資金配分見直しを行いそのた

めには現地事務所への権限委譲が前提となる。

8）予算の多年度主義：プログラム期間全体にわたって予算の保障をすること。
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9）共同投入（バスケット・ファンド）：国際機関、援助国が合同で資金を提供し、最大の効果

を引き出す。

10）調達・契約様式の統一：調達や契約にかかわる各国、各機関の制約を乗り越え、統一を図

ることで、調達・契約を迅速化する。

CDF は 1999 年 6 月のドナー会合でドナーコミュニティから広く承認を受けている。しかし、6）

現地事務所への予算権限移譲促進、7）資金の再編再配分、8）予算の多年度主義、9）共同投入、10）

調達・契約様式の統一など、日本を含む二国間ドナーの協力にとって難題となる項目がある。し

たがって「プロジェクトに関する投入のどこまでが CDF の対象となるのか」が、日本、ボリビア

双方の努力により、プロジェクト開始前または開始後早い時期に確定されることが必要である。

3 － 2　ボリビアの貧困削減戦略文書（Pover ty  Reduc t ion  S t ra tegy  Papers：PRSP）

2000 年 8 月に第 2 回国民対話が PRSP 策定をめざして実施され、対話からの要望を反映して、

PRSP が定めた主要目標は以下の 4 項である。

1）貧困層の雇用と収入の機会の拡大：農村開発、中小マイクロ企業振興、技術支援、マイクロ

金融拡大、道路インフラ整備などによる雇用・収入機会の拡大

2）貧困層の能力向上：教育環境と教育アクセスの改善、医療サービスと医療アクセスの改善、生

活環境（上下水道、ゴミ処理、住宅など）の改善

3）貧困層の安全と保護の拡大：社会保護システム改善、自然災害と緊急雇用創出プログラム強

化、子どもの総合ケア、所有権確定

4）貧困層の社会参加促進：市民の組織化・参加奨励、参加能力開発、先住民差別による不平等・

障壁の撤廃

また、横断的なテーマとしてジェンダーと環境保護を、更に効率的な実施を支える制度機構改

革を提示している。

5）横断的テーマ：ジェンダー、環境保護

6）制度機構改革：行政・司法改革（汚職撲滅など）、行政組織強化〔総括資金（Directorio Unico

de los Fondos：DUF）の強化、地方分権化など〕

2001 年 2 月に PRSP の第 4 版は閣議の承認を得ており、同年 5 月に IMF・世界銀行理事会に正

式に提出される。今回 PRSP が承認されたことで、CDF の 1）から 5）をクリアしたことになると

認識されている。

3 － 3　PRSP 実施機構：国家補償政策（Pol 稚 ica Nacional  de  Compensaci 溶）と総括資金

（Direc tor io  Unico  de  los  Fondos：DUF）

国家補償政策は、貧困対策内の総括資金（DUF）の機能・資金の流れ・管理を規定した法令とし
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て、2000 年 11 月 16 日に大統領令として発令されている。ここでいう補償（compensacion）とは、

日本語では「公平な配分」を意味する。

このなかで、DUF の配分基準規定として、貧困緩和政策資金の総額の 30％は 9 県（ボリビア全

県）に均等に配分され、県内で貧困指数に応じて再配分されること、総額の 70％は全国の市町村

へ貧困指数に応じて配分されること、この予算で実施可能なのは PRSP で重点分野として定めら

れる教育、保健、上下水道、ゴミ処理、農村電化、農村開発、天然資源、環境などであることが規

定されている。貧困指数としては、国家統計局の「満たされない需要」（Necesidades Basicas

Insatisfechas：NBI）が使用される。

DUF はその名が示すとおり、今まで複数あった基金を統一して創設されたもので、先の国民対

話 2000 で合意された配分基準に従って、社会投資を透明、かつ公平に実施することを目的として

いる。

DUF の資金は上記の 2 つの下部基金に分岐する。一方は旧国家農民開発基金（Fondo Nacional

de Desarrollo Campesino：FDC）と旧社会投資基金（Fondo de Inversion Social：FIS）が融合し

た国家生産性社会投資基金（Fondo Nacional de Inversion Productiva y Social：FPS）であり、こ

こでは無償資金が取り扱われる。もう一方は貸付を専門に行う、従来どおりの国家地方開発基金

（Fondo Nacional de Desarrollo Regional：FNDR）である。

自治体が FPS 資金を受けるにあたっては、「カウンターパート資金負担」が課せられる。負担割

合は表－ 1 のとおりで、各市を貧困レベルにより 5 段階にタイプ分けし、予定プロジェクトセク

ターに応じて、最低 10％から最高 50％の可変幅をもつ。
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理体制が脆弱であることが問題と思われる。

（2）システムは既に確立し、その拡大が懸案となっている事業グループ

このグループには、レファラル・システム、医薬品供給システム、IEC 活動などがある。ま

たサンタクルス市にのみで稼働している検査システム、救急システム、血液銀行ネットワー

クシステムなどを他地域へ拡大することが懸案となっている。

（3）システム自体の開発が未発達である事業グループ

医療機材保守管理システムのように、過去の JICA プロジェクトなどでシステム開発の試み

が行われたものもあるが、まだシステム開発されるまで至っていない事業グループである。医

療機材保守管理にかかわる人材育成システム、各種事業評価システム及び評価結果の政策へ

の反映システムなどがある。

4 － 1　既にシステム拡大化が進められている事業（ただし財政及び管理システムの強化が必要）

（1）基礎健康保険 （Seguro Basico de Salud）

基礎健康保険は5 歳以下の幼児、女性、全住民のカテゴリーごとに、患者が特定の疾病予防、

治療、医薬品投与などのサービスを無料で享受することができ、医療機関は対象サービスの

保険点数を管轄地域の市に申請して費用補填を受けることができる制度で、2000 年から実施

されている。

幼児に向けて対象となるサービスは、新生児検診、ワクチン接種、気管支炎、下痢症、身体

測定、鉄剤・ビタミンA 剤投与、消化器寄生虫駆除である。また女性に向けては、産前・産

後検診、通常及び手術を伴う分娩、出産に伴う緊急輸送、鉄剤・ビタミン A 剤投与、破傷風

ワクチン接種が対象サービスとなっている。さらに、全住民に向けて、結核、マラリア、コレ

ラの治療、AIDS を除く性的感染症の治療、性と生殖に関する相談が対象サービスとなってい

る。

この制度により、公的医療機関の第 1 次医療施設の利用者が増加している。しかし施設に

よっては、この制度に基づいて十分なケアを行うだけの人材・機材・医薬品が不足している

所が多いことが課題となっている。さらに、医療機関から申請されて費用が補填されるまで

時間がかかり、通常は 2 か月程度かかるところもっと遅れる場合もあることが問題となって

いる。

（2）重要疾患対策 （Escudo Epidemiologico）

重要疾患対策の対象となっているのは媒介昆虫感染症（マラリア、シャーガス、リーシュマ



─ 19 ─

ニア、黄熱病、デング熱）、結核、ワクチンで予防可能な疾患である。国家保健情報システム

（SNIS）の進める、医療施設用報告フォーマットでは、これらの疾病の報告と、疫学的な監視

が計画されている。

マラリアに関しては、殺虫剤浸漬蚊帳の使用に関するソーシャル・マーケティングが米国

国際開発庁（USAID）や NGO により、いくつかの村落で進められているが、サンタクルス全

域を対象としたシステムではない。

シャーガス病対策として噴霧用の殺虫剤、住居改善、IEC 費用が米州開発銀行（IDB）から

2,500 万米ドル拠出され、全国規模の対策が実施されている。今後の県の管理体制が課題と

なっている。

結核に関しては、赤十字が検査ネットワーク及び 2 次チェックを提供している。また直接

監視下短期化学療法（DOTS）を取っている医療施設もある。しかし予防及び治療のための施

設、教育資材、人材が多くの施設で不十分であり、施設長の熱心さに左右されるむらのある

対策となっている。

ワクチン接種率は基礎健康保険制度実施後、向上している。三種混合ワクチンの 3 回接種

率（DPT3 はサンタクルス県全体で 87％となっている（保健行政区ごとの接種率の詳細は 3 －

2 に詳述した）。

（3）保健医療施設強化に関する事業

域内の第 1 次医療施設・機材には老朽化による問題が生じているものも多く、サンタクル

ス県内の市には、FIS による改修・増築を申請している所がある。プロジェクト対象地区の

FIS による施設強化などの申請額を表－ 4 にまとめた。これらは、2000 年度に申請され、多

少の額の変動はあっても認可される予定のものである。ただし 2001 年 4 月時点では拠出され

ておらず、2001 年度内に着工予定となっている。

FIS に申請しているのはインフラと機材の拡充計画であり、施設の増築とベッド、簡易ベッ

ド、分娩台、トイレ、基礎医薬品などである。帝王切開などを行う機材は含まれていない。た

だし、FIS には IEC の活動に 20％使わなければならないという定めがあるため、教育機材や

衛生教育の部屋、ポスターなどを揃えるよう予定している。





─ 21 ─

（4）国家保健情報システム （Sistema Nacional de Informacion de Salud: SNIS）

各病院、保健所、保健ポストからの報告は基本的に以下の 3 つのフォーマットによる報告

書で実行されている。

1）週　報

疾病分類（17 種）・ワクチンによる予防可能な疾病・性的感染症・昆虫媒介性感染症・その

他感染症の年齢階層別の件数、結核患者件数、種類別分娩件数、中毒患者件数、家庭内暴力

件数、栄養不良の程度（4 歳以下）別件数、種類別死亡件数、特定疾患（はしか、風疹、百日

咳、ジフテリア、小児麻痺、黄熱病、狂犬病、AIDS、梅毒、デング熱、コレラ、出血熱など）

の能動的探索件数

2）月報 1

新患・再来などの種類別外来患者数、他所からのレファー件数、ガン検診件数、種類別家

族計画件数、小児の身体検査件数、点滴、注射、その他の治療件数、栄養補給薬投与件数、家

族訪問や衛生教育などのコミュニティ活動件数、種類別分娩件数、家庭での分娩への立会い

件数、ベッド使用数、6 歳以下の小児の下痢・肺炎・その他の件数、外科手術件数、種類別

ワクチン投与数、結核治療件数、マラリア件数、シャーガス件数

3）月報 2

梅毒、淋疾、コレラなどのラボラトリーによる検査数

現在サンタクルス県には社会保険、公立、NGO の医療施設が併せて 317 あり、そのうち

90％の施設からこの報告が出ている。以前は手書きのフォーマットであったが、このフォー

マットにしてから能率が大きく改善された。

このシステムが機能するには、保健ポストや保健所からの報告が定められたとおりに行わ

れる必要がある。現在は各保健管区（Distrito）の長に研修が終わった段階で、今後各施設へ

の再教育が実施される必要がある。また保健統計年報の作成に時間がかかることも問題であ

り、例えば 1999 年の統計年報ができたのは 2001 年 3 月である。

4 － 2　システムは既に確立し、その拡大が懸案となっている事業

（1）レファラル・システム、カウンターレファラル・システム

サンタクルス市の西半分（第 I 、IV 保健管区）のレファラル病院は、サンフアン・デ・ディ

オス病院、母子病院、小児病院の 3 つの第 3 次病院が管轄し、市内東半分（第 II、III、V 保健

管区）を日本病院が担当している。

レファラル・システム強化のパイロットプロジェクトをベルギーが市内の第 II、III、V 保

健管区で行っている。レファラル病院である日本病院と各保健所との契約を結び、指定の

フォーマットに従って紹介する。記帳方法、家族の病歴、個人の病歴などを共同体の保健委
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員が監督するシステムを導入し、改善がみられる。また日本病院のスタッフによる技術支援

グループ（Grupo de Apoyo Tecnico）を組織し、第 1 次医療施設で提供されるサービスの向

上を図っている。

しかし、市外から日本病院などへのレファラルは、初診料の扱いが明文化されていないな

ど、必ずしもシステムが整備されていない。これはワルネス市の第 1 次医療施設からモンテー

ロ市への病院へのレファラルなど、市をまたがるレファラルでも同様である。また、カウン

ターレファラル・システムはあっても、実際にはほとんど行われていないことも問題となっ

ている。

現在、低次医療施設から高次医療施設へのレファー率（レファー数／全診察数）は都市部で

7％、地方で 4％程度とされ、SEDES-SC ではこの率を 10％に近づけたいとしている。

（2）医薬品供給システム

病院、保健管区事務所、保健所、保健ポストは多くの医薬品を地域消耗品・医薬品供給倉庫

（Unidad Regional  de Suministro Medicamentos y Insumo：URES）から購入している。

URES は保健年金省の消耗品供給センター（Centro de Abastacimiento de Suministro ：

CEAS）から薬を受けている。保健所、保健ポストはURES から直接買わず、保健管区事務所

がURES から購入したものを小規模に購入する場合が多い。

通常、他業者よりも薬品を安価に提供するURES から購入しているが、URES より更に安価

に販売する業者が現れた場合は、そこから購入することとなる。しかし、URES 以外に医薬品

を買い求めると密輸品や偽造品をつかまされるという危険もある。

ベルギーのプロジェクトでは、このURES からの医薬品購入を適時かつ適切に行えるよう

基礎医薬品便覧を作成し、その使用法を含めて対象地区である第 V 保健管区で指導を行って

いる。指導にあたっては日本病院のスタッフが行うことも多い。最近では第 1 次医療施設ス

タッフの基礎医薬品に関する知識が向上していることと、そのなかの熱心な医師による勉強

会が始まったことが評価されている。

しかし、適切な医薬品購入が可能となるためには、施設全体の会計管理が重要であり、そ

の面では多くの第 1 次医療施設において能力不足であるとベルギーの年報に報告されている。

また、市外の施設スタッフに対しても医薬品供給に関する研修が必要であり、今後の課題と

されている。
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（3）血液銀行

サンタクルス市内に関しては 1998 年からベルギーが取り組んでおり、献血、検査、購入の

システムが導入されている。2001 年 9 月にプロジェクトは終了するが、その後の持続性が高

まるよう努力が続けられている（ベルギーの試薬など血液銀行運転資金の拠出額は、1999 年

度に約 1 万 2,000 米ドルであった）。

表－ 5　血液銀行に関する統計

（4）救急システム

JICA の医療供給システムプロジェクトにおいて創立を支援した救急医療包括システム

（Sistema Integrado de Servicios Medicos de Emergencia：SISME）は、現在国内唯一の救

急医療システムとして活動が継続している。

1997 年から開始され、1999 年には SEDES-SC 及びサンタクルス市保健局から 2 名ずつ選

出し構成される SISME 委員会において運営されることが取り決められたが、その後しばらく

して SEDES-SC からの人員投入が滞り、サンタクルス市のみが運営の責務を果たしてきた。

現在は、日に 3 度サンタクルス市内第 3 次医療施設から SISME 通信センターにベッド使用

状況を連絡するに至るまでシステムが定着した。また、活動の一貫として学生・医師に対す

る救急医療に関する研修を行っている。1999 年には 250 名、2000 年には 312 名に研修を行っ

た。

SISME 運営に係る問題として、独自の予算がないためにサンタクルス市がガソリン代等を

負担しているほか、SISME 自前の救急車がないために各病院の救急車を利用しており、サン

タクルス市からの予算が滞ったり、病院の救急車が使用できない場合 SISME の稼働も中断さ

れるという問題がある。

サンタクルス市保健局としては SISME に独自の活動予算や救急車をもたせて独立した機関

に格上げし、さらに、運転手や救急隊員の訓練を行っていくことを望んでいる。そのために

は、SISME に関する定款がサンタクルス市保健審議会及びサンタクルス市議会を通過し、サ

出所：ベルギープロジェクト SILOS 1999 年度報告書より
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ンタクルス県議会で承認される必要がある。

しかし、この定款の叩き台となっている 1999 年にサンタクルス県とサンタクルス市が取り

交わした SISME 設立に関する合意書 注 3 に関し、双方の理解が異なるため手続きが滞ってい

るのが現状である。

一方、SEDES-SC はリネア・ブランカと称するサンタクルス県全体を包括する救急医療シ

ステムの構築を計画しており、そこに SISME を吸収するようもくろんでおり、基本的な活

動注4 として、緊急の無線と電話による連絡体制を確立し、緊急の際の応急処置を教えたり、利

用できる医療サービスの情報を伝えること、または SISME との連携や疫学情報の適時把握な

どを行うよう企画している。そのため既に無料電話番号（150 番）を確保しているが、前述の

SISME の将来計画が明確とならないため、リネア・ブランカの活動が開始できない状況となっ

ている。

いずれにせよ、1999 年に取り交わされたSISME 設立に関する合意書について何らかの決着

がない限りは今後の事業は展開しないものと思われる。

なお、SISME では救急電話料金を無料としているためか、通信センターにかかる 1 日の電

話件数約 40 件のうち 38 ～ 39 件はいたずら電話とのことである。

4 － 3　システム自体の開発が未発達である事業

（1）SEDES-SC 及び各保健管区事務所の管理体制強化

SEDES-SC では2000 年 10 月ごろから、Strength、Weakness、Opportunity、Threatening

（SWOT 分析）による組織強化の取り組みを行っている。既にSWOT による分析が終わり、組

織強化の戦略ができている。また、SEDES-SC 各部署と保健管区オフィスの職務マニュアル

が整備されている。

2001 年 3 月にこれらのマニュアルに関する研修が保健管区長に対して行われた。しかし、そ

れ以下のスタッフに対する研修は各保健管区長に委任される形となっており、評価システム、

研修受講者のフォローアップ、各スタッフの問題解決能力向上などにかかわるシステム構築

は今後の課題とされている。

さらに、各レベルの施設におけるサービスの質が保持されているかという機能評価を定期

的に行うことや、各スタッフの提供するサービスが適切であるかという職務評価を繰り返し

行うこと、さらに、評価結果を政策にフィードバックすることは、現在システムとして欠落

注 3　1999 年 5 月 15 日付けで県知事及びサンタクルス市長が取り交わした合意書：Convenio Interinstitucional - Creacion de
Sistema Integrado de Servicio de Emergencias Medicas には、「SISME が将来的に独立した機関（autonomia）となるよ
うに県・市は共同で運営にあたる」とあるが、「独立した機関」をサンタクルス県保健局は単に「公的組織における一部署」
と理解していたのに対し、サンタクルス市保健局では「会計について第 3 次医療施設のように独立採算制度の適用された
一組織」と理解しており、両者の方針に歩み寄りはないことが短期調査中に確認された。調査団は実施協議までに両者間
での合意を形成するよう要請し、県・市はそれを了解した。

注 4　県レベルでは日に少なくとも 5 件の救急医療を必要とする急患が発生しているとされている。
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しており、今後の大きな課題となっている。

（2）医療機材保守管理システム

医療施設の機材の保守管理に関しては、各市に委任されている（市は各種事業実施に関して

運営管理のほか、各施設の事務長と機材保守人員の配置も委任されている）が、現状では公的

な機材保守センターも、機材保守サービスもなく、サンタクルス市においてもようやくガン

病院に医療機材情報管理室が設立された状態である。現在では各病院が民間の業者に保守サー

ビスを依頼しており、そのコスト管理もされていない。

JICA のサンタクルス医療供給プロジェクトの最終段階で企画した「医療機材保守管理セン

ター計画」は、関係者の評価は高いが独力で実施する資金はなく、センター設立に係る我が国

のインフラ支援も可能性が薄いため、代替計画の策定が必要となっている。

本短期調査で開催されたワークショップにおいて、ガン病院の医療機材情報管理室を強化

し、サンタクルス市内外の医療施設機材を巡回してメンテナンスするシステムを整備すると

いう方法が最も妥当な代替案であると提案され、同ワークショップ参加者一同の賛同を得た。

（3）スタッフ再教育と住民教育

スタッフへの再教育は前述の管理研修と同様に、NGO（KOLPING など）の施設を借りて実

施している。しかし、SEDES-SC では各保健管区長への研修を行うのみで、更に末端の再教

育を監督するシステムはない。

住民教育も一部の第 1 次医療施設やNGO が行っているが、末端の住民に分かる言葉・映像

で情報を伝えるための資材不足が問題となっている。

現在住民のなかに伝統医療従事者が多くいて、彼らへの研修も行っているが、研修後のフォ

ローが今後の課題となっている注 5。さらに、研修では実習をしていないこと、研修を受けた

伝統医療従事者の法的な身分をどうするか等、解決すべき課題は山積みされている。

（4）家族及びコミュニティの医療ケア構想

過去にサンタクルス県内において、医師及び看護婦が自宅にいながら、近隣住民の健康ケ

アができるようにすることがめざされたことがあった。キューバの家庭医制度をモデルとし

ているが、キューバの場合は分娩ケアを行わないのに対し、サンタクルス県では、分娩後の

継続的なケアを含めて考えていた。ただし、分娩自体はサンタクルス県の場合、施設分娩率

が高いので、病院などで出産されることを想定していた。

注 5　ドイツ技術協力公社（GTZ）の支援で看護婦のチームが伝統医療従事者を巡回し、研修を受けた人に新しい出産キットを

提供することが一部の村落で実施されている。また JICA の公衆衛生ミニ・プロジェクトの活動であったワルネスのヘル

スプロモーター活動は現在も続いている。
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家庭医となる医師には給与を他に比べて 200％支払うなどのインセンティブを与えていた。

各県から 1 つの市を選択して実施されており、サンタクルス県ではワルネス市でパイロット

プロジェクトが行われ、11 人の家庭医がいた。このときには、コロンビアやキューバの専門

家による指導を受けていたが、予算が滞り現在は中断されている。現在は家庭医に通常の給

与が支払われている。

（5）社会保険対象者の拡大

現在、社会保険の対象となっているのは、公務員、石油公社職員、企業の正社員だけであり、

全人口の約 28％にすぎない。この対象者を拡大することを目的に、第 1 次医療施設が貧困家

庭であることを認める旨の紹介状を発行し、同紹介状を提示することで社会保険の対象とす

る等の施策が進められている。

しかし社会保険の対象となるかどうかの明確な基準がなく、実際には病院の担当者との面

談で認定が行われており、システムの構築は困難な課題とされている。

（6）市注6 への権限移管の準備

大衆参加法の施行により、国家予算の 20％を人口に応じて市に配分し、保健、教育、スポー

ツ、道路、小規模灌漑に使用できることになったが、人事・人材育成を県が担当し、施設の運

営管理は市が担当するというように指示系統が 2 つあるための混乱がみられる。

例えば、小さな市では運営管理能力が乏しいことや、施設の事務長は市に雇われているた

めに、県の意向を聞かないなどの問題が生じている（公的施設の事務長及び施設や機材の保守

管理人員の人事は県ではなく市が握る）。

将来的には一般の人事も含めて市に権限が移管されることが想定されているが、そのため

の各市の管理能力強化は重要な国家課題である。しかし、現状では具体的な案が形成されて

いない。

注 6　実際にはムニシピオ（Municipio）と呼ばれる地方自治体で、日本の市町村にあたるものだが、本報告書では「市」と記載

することとする。
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5． 協力分野の現状と問題点

5 － 1　組　織

5 －1 －1　SEDES-SC

（1）機　能

SEDES-SC は県庁傘下の組織であり、SEDES-SC 局長は保健年金省大臣によって指名される。

種々の国家保健プログラムの実施とともに、県レベルでの公的医療機関における保健管

区長、保健所長、病院長注7 等の行政職の人事や、医師、看護婦等現場スタッフの人員配置

と、それらの人材育成を担当する。

SEDES-SC は、疫学、計画、地区調整の 3 課からなり、それとは別に広報部（Unidad

Communicacion y Gestion Social）などが置かれている。結核などの疾患別垂直プログラ

ムは疫学課に置かれ、地方におけるプログラム活動を直接統括している。また、社会開発

局長を議長として県保健審議会が開かれており、これには医師会や大学などのほか、NGO

や援助機関も参加している。

（2）特筆すべき現状

1）SEDES-SC は県全体の保健行政を担当するが、サンタクルス市内の病院と保健管区を管

轄する都市サービス部も設けられており、組織としての関心も県人口の多くを占めるサン

タクルス市に大きなウエートが置かれている。

2）人材育成を専門に行う部署はなく、各部署で独自に研修プログラムを作成している。研

修プログラムのための予算はないに等しく、ほとんどの研修費用を援助機関の資金によっ

ている。

3）広報部では広報活動のほか、最近無料電話番号 150 番を得て、これを県全体の救急の通

信に使用する計画をもっている。これはSISME との連携において行いたいとの意向で、日

本側にはそのための協力が要請された（4 － 2 の（4）参照）。

（3）問題点

1）SEDES-SC 局長は政治的指名によるものであり、非常に交替が多い。1999 年 12 月の「サ

ンタクルス医療供給システムプロジェクト」終了から現在（1999 年 4 月）までに 2 回の異

動があった。SEDES-SC 局長交代に伴い、それ以下の部署でも人事異動が生ずるが、業務

等引継ぎがほとんどなされないので、各業務の継続性に大きな問題が生じている。

注7　病院長の人事は SEDES-SC で内々に決定される場合と、公的選抜（Concurso Merito）で選出された者を SEDES-SC で形

式的に指名する場合の二通りがある。
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2）SEDES-SC は県全体の保健行政を担当するが、関心の中心は人口の集中するサンタクル

ス市にあり、加えて地方保健サービス課の担当も頻繁に交代するため、地方の実態が把握

されていないことが多く、その結果、地方における保健問題は軽視されがちとなる。実際

に我々の調査に同行した地方保健サービス課長もオキナワ市の医療施設視察は初めてとの

ことであった。

3）本来 SEDES-SC で行うべき以下の活動が十分に行われていない原因の一つに、人員と予

算の不足が考えられる。

①　県レベルでの活動計画立案

②　各活動計画の相関に係る調整

③　各医療機関の監督・評価・調整

④　各市（各市保健局）間の調整

4）市への権限委譲（Municipalización）のなかで、今後の県庁の役割が不明確であり、その

結果県庁傘下の SEDES-SC の役割も現在不明である。

5 － 1 － 2　サンタクルス市保健局

（1）機　能

サンタクルス市保健局はサンタクルス市役所にあって、人材開発担当助役及び大衆参加

局の下に置かれており、サンタクルス市保健局長はサンタクルス市長によって指名される。

計画公衆衛生課、健康管理課、資材サービス課の 3 つの課から構成されており、資材サービ

ス課は血液銀行班、資材班、機材管理班、SISME 班の 4 班からなる。

サンタクルス市保健局は、サンタクルス市における公的病院や都市保健管区オフィス等

の公的な保健医療にかかわる施設（病院や保健所）の運営管理、機材管理、施設管理を担い、

また事務長や機材保守管理人員の配置も行っている（それ以外の人事は SEDES-SC の管轄

となっている、5 － 1 － 1 参照）。

（2）特筆すべき現状

1）サンタクルス市では近年、内国移住等により急速に人口が増加しており、特に市周辺部

において顕著である。そのため第 1 次医療施設が不足している地域も生じている。

2）新しく開設した保健所もあるが、一部では機材や人員配置が行われておらず稼働してい

ないものも見受けられる。

3）サンタクルス市保健局では FIS による第 1 次医療施設の改善計画を進めており、これは

市内の保健所39 か所のうちの10 か所を対象に病室拡充のほか、分娩室用機材、母子用ベッ

ド、分娩台、ストレッチャー、IEC 用機材等の設置を行うもので、特に IEC 機材について
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は予算の 20％を投入することが FIS 負担の条件となっている。この計画は 2000 年度予算

によるものであり、今年度（2001 年 1 月～ 12 月）執行される予定である。

4）その他、サンタクルス市保健局では第 1 次医療施設の増強（前述の第 1 次医療施設の改

善とは、第 1 次医療施設が本来の第 1 次医療サービスを提供するに足るよう補強するもの

であるのに対し、ここでいう「増強」とは第 1 次医療サービスよりも高次なサービスを提供

するための投入を意味する）も FIS に申請したが、施設にみあう増員が困難なことから却

下されたという。

5）これ以外にもサンタクルス市保健局も独自予算において、改修を計画している。

（3）当面の計画

現在、サンタクルス市保健局は第 1 次、2 次医療施設のインフラ整備を優先課題と考えて

おり、施設の人員等の再配置を含めて検討を始めている。さらに、以下についても課題と

して捉えている。

1）運営管理

2）機材管理（技術的問題を含む）

3）ヘルスプロモーション及び IEC による人材育成

日本に対しては、第 1 次、2 次医療施設の新たな建設を第一に希望するが、それが困難な

場合は、第 1 次医療施設の格上げを提案している。この内容は帝王切開ができる等の産科部

門の強化であり、いくつかの保健センターを産婦人科モデル施設（Nucleo de Gyneco-

Obsterico）として改修してもらいたいとの希望を打ち出した。候補地として以下があげら

れた（なお、①から③は FIS の計画にも含まれている）。

①　18 デ・マルソ（第Ⅴ保健管区）

②　ノルテ （第Ⅱ保健管区）

③　ラス・アメリカス（第Ⅳ保健管区）

④　プリベンティヴァ・スー（第Ⅴ保健管区）

⑤　ラ・コロラダ（第Ⅲ保健管区）

（2001 年 3 月 22 日（木）サンタクルス市保健局との協議より）

（4）問題点

サンタクルス市保健局における人材不足も SEDES-SC と同様に深刻であり、管理能力にも

限界がある。しかし、現市保健局長は本調査への積極的な参加がなく、その意見は得られな

かった。

SEDES-SC との関係は市保健局長自らが、就任前は SEDES-SC で働いていたように、必ず
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しも悪いとはいえないが、病院のみならず保健管区事務所においても、その施設長は SEDES-

SC、事務長はサンタクルス市保健局からの配属によっており、いわゆる二頭政治と呼ばれる

状況に陥っている。すなわち、人事権が SEDES-SC にあり、資金面ではサンタクルス市保健

局がこれを握って実際の運営管理を行うので、種々の対立や業務責任範囲が不明瞭となる場

合がしばしば認められる。

5 － 1 － 3　保健管区事務所

一般行政は市を一単位としているが、保健行政は市の管轄区域とは異なる保健管区を一単位

としており、10 万～ 20 万人を一つの保健管区がカバーするよう設けられている。サンタクルス

県には、サンタクルス市を 5 つに分割した都市保健管区と称するエリアと、サンタクルス市外

の地域を 10 に分割した地方保健管区と称するエリアの合計 15 の保健管区が設けられている。都

市保健管区はサンタクルス市という一つの市を 5 つに分割しているのに対し、地方保健管区は

複数の市から構成されている。

例えば、本調査団が訪問したワルネス保健管区はワルネス市とオキナワ市の 2 つの市から構

成されており、また、ノルテ保健管区はモンテーロ市、サアベドラ市、ミネロ市の 3 つの市か

ら構成されている。

それぞれの保健管区には、保健管区オフィスが設置されており、SEDES-SC から指名された

保健管区長が配置されている。保健管区オフィスはいずれも保健所（Centro de Salud）を併設

している。

サンタクルス市においては、5 つの都市保健管区の行う活動をサンタクルス市役所の傘下組織

である市保健局が監督している。

一方、地方保健管区の活動は SEDES-SC 地方保健サービス課により監督されることになって

いるが、実際には SEDES-SC の指導・調整が不十分なため各地方保健管区オフィスが比較的独

自に活動を行っている。

5 － 1 － 4　他協力ドナー

PAP というオランダ政府の援助で 3 つの保健所が建設されており、ベルギーも機材供与等を

行っている。

5 － 2　連携システム

5 － 2 － 1　救急医療包括システム（SISME）

（1）これまでの経緯

SISME はサンタクルスにおける統合的な救急医療システムの構築をめざすもので、救急
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医の育成、住民教育などの人材育成、搬送（救急車）・コミュニケーションシステム、情報

システム、病院前治療、病院救急部改革、災害対策などの活動を統合した救急システムで

ある。1997 年 11 月 17 日の第 1 回「救急ワークショップ」後に、救急医療に関連する多機関

間協定書の署名をもって公式委員会（コミッション）が成立し、実際の活動を開始した。

SISME のコンセプトは以下のようになっている。

1）SISME のコンセプト

①　救急医療にかかわるロジスティックの改善

a）救急車の導入

b）SISME 救急情報センターの設置

②　人材育成

a）医学部新卒者への救急基礎コース

b）救急部に勤務する医師のための救急応用コース

c）救急医の生涯教育のためのカンファレンス開催

d）救急隊員の養成と継続的教育プログラムの作成

③　救急医療の質の向上と均一化

a）標準テキストの作成

b）医薬品や機材の標準化

④　大衆への啓発

a）公的な場所への first responder 設置

b）運転免許取得時の応急手当法講習受講の義務化

⑤　大災害対策

a）災害シミュレーションの実施

b）災害発生時の命令系統の統一（指令センター）

1998 年 8 月 19 日に第 2 回「救急ワークショップ」が開催され、以下の 6 つのプロポーザ

ルが出され、現在はこれを基にした活動が行われている。

2）SISME プロポーザル

① 地域参加

② 救急基礎コース

③ 救急用基本的薬剤の供給

④ コミュニケーションセンターと救急車サービス

⑤ 集団災害に対する病院計画

⑥ SISME に対する新法体制

1999 年4 月1 日にはSISME に関する契約書（Convenio Interinstitutional： Creacion del
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Sistema Integrado de Servicios de Emergencias Medicas）が市長と県知事の間において

署名され、SISME は正式な機関として認定されるに至り、SEDES-SC、サンタクルス市保

健局内の組織図内に組み込まれている。

（2）組　織

現在の最高決定機関はSISME ディレクトリオ（Directorio）であり、SEDES-SC、サンタ

クルス市保健局から各 2 名が指名され、そのなかで各役員である代表（Presidente）、副代表

（Vice Presidente）、秘書（Secretario）、理事（Vocal）が互選される。これ以外にマネージャー

（Gerente）が指名され、実務にあたっている 注 8。現在は SISME 設立以来のマネージャーで

あったDr. German Toledo がサン・フアン・デ・ディオス病院長に指名されたため、2001 年

3 月より Dr. Ramon（公衆衛生医、元第Ⅴ保健管区のスーパーバイザー）が指名されている。

（3）活　動

コミュニケーションセンターは SISME 救急車と関連医療施設の通信・情報システムであ

る。第Ⅲ保健管区にあるパホナール（Pajonal）・保健センターにオフィスを置き、専用電話

回線と無線設備を有する。専用のライン（160 番）を有し、市民からの通報を近くの医療施

設に伝え、救急車を送る。救急車は SISME 独自のものはなく、各公的病院に置かれている

ものを利用し、患者搬送をセンターの指示で行うことになる。SISME が市の予算でガソリ

ン代を出し、搬送費は SISME が徴収してその維持管理を図ることになっているが、実際に

は病院に搬送費が支払われたままで、市からもガソリン代等は支払われていない。将来的

には各医療施設の情報（空床状況や専門医の有無など）や救急医療情報を提供する医療情報

センターをめざしている。

（4） 特筆すべき活動（人材育成）

卒業直後、地方勤務前の医師を対象とする救急医療基礎コース、病院の救急医を対象と

する応用コースが毎年実施されている。災害シミュレーション、空港における航空災害シ

ミュレーションなどが実施された。

（5） 現状と問題点

SISME については日本の協力によって開始されたシステムとして、SEDES-SC、サンタ

クルス市保健局はじめ、関連機関から評価を受けている。問題点としてはまず、定款注9 が、

注 8　マネージャーはサンタクルス市保健局より給与が支払われている。

注 9　Estatuto Organico del Sistema Integrado de Servicios Medicos de Emergencia（SISME）に関するミッション、組織、

規定等をまとめたもの
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依然承認されていないことがあげられる。また、SEDES-SC、サンタクルス市保健局の間

にはその自治権（Autonomy）を有する組織としてこれを認めるサンタクルス市保健局と、

全くこれを認めない SEDES-SC 間に、その解釈を巡って大きな隔たりがあることが、後日

判明した。

コミュニケーションセンター長はマネージャーが兼任しており、専任の医師はセンター

長、副センター長とも SEDES-SC から指名されていない。また、電話オペレーターの給与

については 6 名がサンタクルス市保健局より支払われているが、24 時間体制のためには不

十分である。

これまで SISME はほとんどサンタクルス市保健局がその運営を行っており、SEDES-SC

はほとんど関与していない。今後サンタクルス県に展開するには実施部署の位置づけ、予

算の出所等法整備を進める必要がある。

2001 年 3 月 20 日（火）SEDES-SC との協議では、SISME の県レベルへの展開の希望が述

べられた。これはSEDES-SC 広報部の獲得した無料電話番号150 番との連携によるもので、

広範囲災害対策等にも使用できるものである。

これに対してSISME 側は単なる電話網ではなく、SISME がサンタクルス市で行った救急

システム開発を各市で行い、その連携を図るべきとしている。

なお、2001 年 3 月 21 日（水）SISME 関係者との協議では以下の点が問題点としてあげら

れた。

1）定款、マニュアル未整備

2）SISME 保健管区があまり機能していない

3）予算、人員不足

4）救急車システム未稼動（病院の搬送料金未払い、市のガソリン代未払い）

5）独自救急車、教育用資材がない

6）赤十字などとファーストエイドなどの講義は行われているが、広報活動や住民教育活

動は不十分である。

5 － 2 － 2　レファラル・システム

（1）これまでの経緯

サンタクルス医療供給システムプロジェクトは、ベルギーの支援によって日本病院と市

内第Ⅴ保健管区のプリベンティバ・スー保健センター間における、3 か月間（1998 年 10 月

7 日から 1999 年 1 月 6 日まで）のレファラル・システム強化計画推進パイロットスタディー

を実施した。実施にあたっては、レファラル用紙やレファラル・マニュアルの整備を行う

とともに、県、市の両保健機関を中心としたレファラル強化計画推進委員会を設置し、行
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政機関の公的な支援を受けた。

この 3 か月間のパイロットスタディーにおける保健センターからの紹介患者数は、同施

設の総外来患者数（救急外来患者を含む）3,086 名中、190 名（6.1％）で、日本病院の受入れ

患者数は、152 名とその受入率は 80％に達した。一方、保健センターへの逆紹介患者受入

率は全逆紹介患者 110 名中、64 名（59％）であった。

以上の経験を生かし、日本病院では市内第Ⅴ保健管区内よりその対象保健センターの範

囲を拡大している。レファラル強化計画推進委員会によってシステム説明会が実施され、地

域住民教育用レファラル・システムパンフレットが作製・配布された。

（2）現状と問題点

プロジェクト終了後も日本病院と活動は継続され、その範囲は第Ⅱ、Ⅲ保健管区と拡大

されてきている。

サンタクルス市内においては東側第Ⅱ、Ⅲ、Ⅴ保健管区は日本病院が管轄しており、レ

ファラル・システムが広がりつつあるが、サン・ファン・デ・ディオス病院、子ども病院、

母子病院の病院群が管轄する西側第Ⅰ、Ⅳ保健管区ではその対応がなされていない。

市内には第 2 次医療施設がなく、保健センターからのレファラル患者は日本病院や病院

群に送られる。こうした患者のほとんどは救急患者であるが、空床がなく受け入れ拒否を

されるケースが、特に日本病院では増えている。

保健センターからの連絡は電話が用いられているが、病院との連絡体制は日本病院を除

いてほとんど確立していない。SISME コミュニケーションセンターはあまり利用されてお

らず、また、搬送は患者負担による交通手段（バス、タクシーなど）が用いられており、病

院や保健センターの車などは使われていない。

地方からの紹介患者も基本的には第 2 次医療施設である地域病院に紹介され、更に必要

ならばサンタクルスの第 3 次医療施設に転送される。SEDES-SC や地方保健事務所が介入

したレファラル・システムとしては機能しているものはない。地方の保健センターの意見

では、ほとんど紹介してもその返事はないという。

パイロットスタディーではレファラル患者の 90％は救急患者で、その多くが入院を必要

とするものであった。保健センターに受診するのも、かなり症状が悪化してからであり、レ

ファラルと救急の 2 つのシステムは分けて考えることはできない関係となっている。

5 － 2 － 3　医療機器保守管理システム

各種公的機関の施設や機材の管理に係る人事はそれぞれ該当する市が管轄することとなって

おり、医療機器についても市が保守管理人員を配置することになっている。
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医療機器保守管理状況が悪いことはサンタクルス県全域におけるほぼすべての施設で問題と

なっており、サンタクルス市内の医療施設においても然りで、サンタクルス市保健局にも専門

のエンジニアはおらず、組織としての機材管理に対する意識自体が低い。病院に配属された医

療機器エンジニアもその数が減少しており、第 1 次医療施設レベルでの機材管理もほとんど行

われていない。

機材管理は重要な業務であるが、1999 年には市内病院の数か所に合計 4 名配属されていた医

療機器エンジニアの市職員も現在は 1 名となっており、また今後採用予定の職員も医療機材の

エンジニアではないという状況である。これを起因としてか、いまだ据え付けが終了していな

い前プロジェクトの供与機材（超音波診断装置）を今般調査で確認された。

また、ガン病院に医療機材情報管理室が設置されているが、本格的稼動には至っていない。こ

の拡張工事についても、入札公示が終了しているものの、その機能や活動については今後の動

向をみなければならない。

5 － 2 － 4　住民と保健行政とのつながり

依然として基礎健康保健や保健センターの存在を知らない住民がおり、妊産婦検診について

も住民の 3 分の 1 は受けていないことが判明した。

5 － 3　医療施設

5 － 3 － 1　第 1 次医療施設

1）人員・機材配置及びサービスのばらつきを修正するためその再配置が必要である。

2）機材保守管理を行う必要がある

3）住民を対象とした啓発活動を行う必要がある。

5 － 3 － 2　第 2 次医療施設

市内に第 2 次医療施設はなく、市外のモンテロ病院が重要な機能を果たしている。

5 － 3 － 3　第 3 次医療施設

1）日本病院は既に飽和状態にある。

2）多くの病院では使用不能の機材が多く、機材管理が大きな問題となっている。

＊以上は今般調査実施したモデル地域及びレファラル上位施設等における施設、職員、機

材、患者出口、住民調査等の調査結果を含むものである。
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6． 要請の内容

2000 年 12 月 21 日、ボリビア政府より以下のプロジェクト方式技術協力の要請書が提出された

（付属資料 2．要請書参照）。

（1）統括目的

サンタクルス県において、住民に良質な保健サービスを提供するため、日本病院を第 3 次

医療施設とする保健網を強化する。

（2）具体的目的 1

施設の拡張とサービスの拡充により日本病院の第 3 次医療施設としての機能を改善する。

〔活　動〕

1）施設の新築／増・改築

2）機材設置

3）院内各科の組織化、サービス改善

①　産婦人科、新生児科、小児消化器科

②　火傷症科

③　血液透析症科

④　解剖学、病理学、形態学各科

⑤　物理治療とリハビリテーション各科

4）機材ほぼすべての補充

（3）具体的目的 2

サンタクルス県都市部第Ⅱ、Ⅲ、Ⅴ保健管区において、第 2 次医療施設を新たに設立する

（同保健管区において日本病院が第2 次医療施設として果たしてきた機能と同等の機能の病院）。

〔活　動〕

1）建設、増改築

2）機材設置

3）以下のチームやサービスの組織化

①　一般内科のチーム

②　産婦人科のチーム

③　小児科、新生児科のチーム
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④　一般外科

（4）具体的目的 3

都市部第Ⅱ、Ⅲ、Ⅴ保健管区において、一次対応、（新たに設立される）第 2 次医療施設、管

区周辺部の病院、日本病院の間でのレファラル・システムの整備により、適切なレファラル・

サービスを提供して各レベルへ適切に対応する。

〔活　動〕

1）1 次及び 2 次レベルのレファラルの基準を作成する。

①　各レベル解決能力に併せた治療基準と対応機関を定義する。

②　レファラル条件を定義する（対応は、患者の重篤度による）。

2）調　整

①　都市部の保健センターと日本病院間の調整機能の組織化

②　第 2 次医療施設、管区周辺の病院及び日本病院間の調整機能の組織化

3）都市部第Ⅱ、Ⅲ、Ⅴ保健管区における、一次対応、第 2 次医療施設、及び各管区周辺

の病院の医療従事者に研修を行う。以下について研修を行う

①　保健レファラル・システムの機能

②　保健レファラル・システムにおける各対応レベルの役割と機能

③　マニュアル、基準、行程、機器取り扱い書の配付（普及）

4）モニター、指導、評価

①　保健レファラル・システム管理の組織化

②　1 次及び 2 次レベルのサービスの評価機能の組織化

5）都市部一次対応、第 2 次医療施設、また、各管区周辺病院、問題があることが明らか

な地域の保健活動従事者への研修

（5）具体的目的 4

以下について住民への IEC プログラムを整備する。

1）レファラル

①　保健レファラル・システムに係る組織と資源の情報

②　適切な診療費負担制度

住民の支払う診療費を 1 次レベルで活用することの利点

2）救　急

①　事故予防

②　初期救急
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③　救急の定義

④　緊急性の判別

3）活　動

①　教育教材のデザインと作成

②　マスコミによる普及活動

③　病院における住民対象の「初期救急」に係る 1 日研修の実施

（6）具体的目的 5

すべての貧困層のため、いくつかの周辺地域で無料サービスを提供するプロジェクトを日

本病院において行う。

〔活　動〕

幾つかの周辺エリアで、調査・診断・その他、非常に複雑な保健問題改善のため、病院車

両によって調査を行う。

（7）開発されるべき活動

1）サンタクルス市管区における保健サービス網の現在の構造の調査 1 年目

2） 3 次レベル保健サービス提供の現状調査 1 年目

3） 3 次レベルの中枢施設であるための日本病院の運営適正化（生産性、効率性、

一般病棟と専門病棟でのベッド占有率、料金形態、経営維持等） 1 年目

4）病院拡張の建築プロジェクトの最終設計 1 年目

①　土地の地形図作成

②　土地の調査

③　建築計画

④　下準備

⑤　（建築）プロジェクト最終段階、以下を含む

a）模　型

b）建　築

c）衛生設備配置

d）電気設備配置

e）電子設備配置

f）医療廃棄物最小化とその処理

g）収支計算と予算

5）病院拡張のため将来必要となる人員の確認 1 年目
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6）整備機材の決定 1 年目

7）財務面でのフィジビリティー調査 1 年目

8）プロジェクト実施／責任体制の確認（各管区、県） 1 年目

9）プロジェクト全体統括予算作成 1 年目

10）プロジェクト最終デザインの作成 1 年目

11）日本病院の建設、増改築 2 年目

12）同（日本病院）の機材設置 2 年目

13）日本病院に代わる第 2 次病院の建設、増改築 2 年目

14）同（日本病院に代わる第 2 次病院）の機材設置 2 年目

15）日本病院のような第 2 次病院の院内各科組織化 2 年目

16）レファラル・システムの整備（設置） 3 年目

17）地域プロジェクト 3 年目

18）地域プロジェクト 3 年目

19）地域プロジェクト 4 年目

20）地域プロジェクト 4 年目

21）プロジェクトの評価 5 年目

（8）予　算

最終金額はプロジェクト推進に必要な内容が確定してから決定されるが、日本から約 500 万

米ドルの無償資金協力が必要。

（9）継続期間

プロジェクトの継続期間は 5 年間

（10）国（ボリビア側）のカウンターパート

基本的な人材配置はサンタクルス県庁参加のSEDES-SC によって行われることを前提とし、

関連の設置（配置）、機材、事務用品等、運営経費、光熱費用（水、電気、ガス、電話、酸素、

等）はサンタクルス保健管区（サンタクルス市）側が負担する。
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7． プロジェクト協力の基本計画

（1）ターゲットグループ：モデル地域の住民

（2）プロジェクト目標：モデル地域における保健医療システムが強化される

（3）成　果

1）保健医療ネットワークが強化される

2）第 1 次・2 次医療施設の予防・治療・啓発サービスが向上する

3）各サービスにおいて十分に育成された人材がいる

4）保健機関の管理技能が十分となる

（付属資料 11. PCM ワークショップの概要を参照）

7 － 1　モデル地域

プロジェクト活動の対象地域をサンタクルス県全体とするには広範となりすぎるため、モデル

地域を選定して活動を展開するよう日本側から提案した。選定条件は、健康状況改善の必要性が

高いこと、他協力ドナーと重複しないこと、日本人移住者 注 10 への便宜を考慮することとした。ま

た、県全体を念頭におき、都市と地方の両方でモデルとなる活動が求められるため、モデル地域

もサンタクルス市内と市外にそれぞれ選定することとした。加えて、サンタクルス市外において

は、サンタクルス市の第3 次医療施設にレファラル可能な距離（車で90 分程度）であることとした。

ボリビア側との協議の結果、選定の細小単位は保健管区とし、以下の 4 つが選定された。

① 第Ⅱ保健管区（サンタクルス市内の 5 つの保健管区のうちの 1 つ、人口 25 万 3,000 人）

② 第Ⅲ保健管区（サンタクルス市内の 5 つの保健管区のうちの 1 つ、人口 18 万 9,000 人）

③ ワルネス保健管区（ワルネス市、オキナワ市からなる保健管区のうちの1つ、人口3万9,000 人）

④ ノルテ保健管区（モンテロ市、サアベドラ市、ミネロ市からなる保健管区、人口11 万 1,000 人）

なお、サンタクルス市内のモデル地域について、調査前半ではサンタクルス市の東半分にあた

る第 II、III、V 保健管区を本プロジェクトの活動範囲とするよう話し合われていたが、調査中盤

で第V 保健管区を中心に薬品と血液の供給システム整備を行ってきたベルギーから、引き続きサ

ンタクルス県での活動を継続していくには、第V 保健管区においてはこれまでどおりベルギーが

単独で活動を展開することが条件とされた旨の説明があり、これを受けた SEDES-SC は、同保健

管区を本件プロジェクトのモデル地域から外すよう日本側に要請し、日本側はこれを了承した。

注 10　日本人移住者：サンファン移住地、オキナワ移住地、オキナワ第 2 移住地、オキナワ第 3 移住地の 4 つのコロニーを

中心に推定 6,700 名がボリビアに在留している。
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7 － 2　活動テーマ

本件モデル地域（約 60 万人）の保健医療全般にかかわる活動を、プロジェクト方式技術協力ス

キームで可能な量の投入で対応しようとすると成果が非常に希薄なものになると思われるため、活

動の切り口としてテーマをいくつか選定し、優先度の高いテーマから順次実施していくこととした。

選定条件はボリビア側が重要分野として取り上げており、保健ネットワーク構築に向けて更に

改善が必須であるものとした。

その結果、現在国家保健 5 か年計画（1997 ～ 2002 年）において保健事業の軸として進められて

いる基礎健康保険（Segro Basico de Salud）の根本を成す以下のテーマが選定された。

7 － 2 － 1　母子保健

第 1 次医療施設における保健サービスは脆弱なものが多く、またサンタクルス市内では第 2 次

医療施設がないため、妊婦検診、通常分娩、帝王切開等出産にかかわる診断治療は、第 3 次医

療施設に集中しており、そのため第 3 次医療施設では第 1・2 次医療サービスを提供することで

貧窮し、本来の第 3 次医療サービスを提供することに支障を来している。

また、妊婦死亡率が高いことの原因として、安全な出産に関する情報不足があげられること

から、地域住民に対する啓発活動が必要とされている。

7 － 2 － 2　結　核

サンタクルス市近郊では、家族単位で雇用を求めてやってくる季節労働者が多くみられる。彼

らは一定の住居をもたないため、結核と診断されてもその後適格な追跡を伴う治療を続けるこ

とは困難とされている。加えて彼ら自身が貧困エリアを形成し、習慣として保健施設に足を運

ぶことがまれであることから、感染後地域ぐるみで完治させることは難しく、特に地域住民に

対する啓発活動が必要とされるテーマである。なお、検体輸送システムの状況は、各保健管区

によってまちまちである。

7 － 3　医療インフラ

本件要請書に記載されていた日本病院増改築及び第 2 次医療施設建設について、今般調査でも

ボリビア側はその必要性を説明した。

7 － 3 － 1　日本病院増改築（却下）

これに対して日本側は、今回のプロジェクトはサンタクルス医療供給システムプロジェクト

（1994 年 12 月 15 日～ 1999 年 12 月 14 日）の成果を地域に展開していくという位置づけを日本

側の方針としており、前回プロジェクトの活動サイトである日本病院への直接の支援は行わな
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いことを説明しボリビア側の了承を得た。

7 － 3 － 2　サンタクルス市内における第 2 次医療施設新規建設（却下）

ボリビア、日本側の双方はサンタクルス県の保健ネットワーク強化のために、サンタクルス

市内に第 2 次医療施設の設置が必要であるとの共通の認識をもっている。現在我が国の同分野

無償資金協力がラパス県で進行しているなか、更なる日本のインフラ支援をサンタクルス県で

行うのは難しい。またボリビア側の人員投入不足が長期にわたって問題となった前プロジェク

トの経緯から、仮に第 2 次医療施設が設置されたとしても、これに見合う新規の人員投入を行

うことは現在のボリビアにとって大きな負担となり、プロジェクト活動に支障を来す原因とも

なる。これら 2 つの理由を日本側から説明し、本プロジェクトにおいて第 2 次医療施設の建設

に関与しない旨、ボリビア側の了承を得た。

7 － 3 － 3　サンタクルス市内における第 1 次医療施設の増強（採用）

前述（7 － 3 － 2）のとおりサンタクルス県の保健ネットワーク強化のためには、サンタクル

ス市内における第 2 次医療施設の設置が求められるものの現段階で計画に含めることは困難で

あるとの判断から、その代替案として既存の第 1 次医療施設 2 ～ 3 か所を対象に活動テーマ（母

子保健、結核）に関連する機能を増強すべく、日本側は増築と機材設置に係る費用を負担し、ボ

リビア側はこれに見合う人員と運営予算の投入を行うことを日本側よって提案しボリビア側の

了承を得た。

なお、増強される第 1 次医療施設の選定及び増強の規模は、プロジェクト開始後ボリビア側

の運営予算や現地ニーズを勘案し、検討されることとなる。
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8.  提　　言

ボリビアが推進する基礎健康保険はその適応範囲が拡大され、それに応じて第 1 次医療施設の

利用率も大きく向上している。しかしながら、近年のサンタクルス市周辺と市近郊への人口増加

は、新たな保健医療問題をひき起こしている。すなわち、急激な人口増加によって衛生環境が悪

化し、母子保健、結核、栄養などの問題が生ずるとともに、その地区の第 1 次医療施設、及び上

位医療施設の不足をもたらしている。また、これら施設間の連携の悪さも大きな問題である。

こうした状況のなか、本プロジェクトが方針とする既存施設を活用して行う保健医療ネットワー

クの強化は、これまでの日本の協力の成果を発展させるものであり、後述（9. 協力実施にあたっ

ての留意事項）の点に注意が払われれば、大きな成果を期待できるものと思われる。
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9.  協力実施にあたっての留意事項

（1）本調査ではモデル地区、活動テーマを選定するとともに、PDM 案の作成まで行ったが、その

内容の吟味と絞り込みについては、更に地域・施設ごとに活動内容を検討すべきである。また、

プロジェクト開始までに SEDES-SC は必要な措置を講ずるとともに、関連する市及び市保健局

と本プロジェクトの実施について協議を進め、必要な措置について種々の了解を得る必要があ

る。

（2）2001 年度、同地で開催される現地国内研修や現在計画中の沖縄県ミニプロジェクト等、他の

JICA 援助スキームと連携を図るとともに、ベルギーをはじめとする他協力ドナーやNGO との援

助のノウハウやデータの相互活用などを行いつつ協調を重視するべきと考える。

（3）市への権限委譲（Municipalización）の進展のなかで、SEDES-SC の役割を考慮しながら、各

市及び各市保健局との協調を図っていくことが必要である。

（4）PRSP の作業が進んでいるボリビアにおいて、我が国のプロジェクト方式技術協力の良さを強

調しつつ、新しい制度のなかでの協力のあり方を探るべきであろう。
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10.  専門家の生活環境

（1）これまでの経緯

勤務地となるサンタクルス市では人口増大で住宅供給が追いつかず、家賃は高騰している。

一戸建て、アパートなど第 1 ～第 2 環状線内が、交通や買い物の利便性が高く、治安面でも安

全性が高い。

（2）教育事情

サンタクルス市に日本人学校は設置されていないが、日本人会運営の日本語普及学校が、週

1 回土曜日に日本語授業を実施している。インターナショナル校は、アメリカンスクールをは

じめ数校あり、それぞれ幼稚部から受け入れているようである。一般に始業は 2 月であるが、

学校によっては 8 月に始まるところもある。

（3）治安状況

ときおり、反社会的行為実行グループの犯行と思われる営利誘拐や殺人事件が発生してい

るが、一般人を耐用とした凶悪犯罪の発生は少ない。しかし、空き巣、スリ、強盗などの事件

は増えつつあり、日系企業、邦人が被害者となる事件も発生している。

（4）医療事情

サンタクルス市内には、公立の総合病院、小児病院のほか、私立の総合病院や診療所があ

る。そのほか、市内又は邦人移住地に日系人の医師がいる。





付　属　資　料

1．ミニッツ（英語及び西語）

2．要請書（西語及び和訳）

3．関係省庁との面談録

4．JICA 事務所との面談録

5．医療施設視察状況

6．他協力ドナーとの面談録

7．その他の医療機関との面談録

8．日系移住団体との面談録及び日系移住地医療施設視察状況

9．四者会議会議録

10．サンタクルスの保健医療状況調査結果（ワークショップにおける調査団発表資料）

11．PCM ワークショップの概要
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